様式第１号（第６条第１項関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
総務大臣　　　殿

申請者の名称　代表者氏名　（注１）　　　印
平成　　年度地域公共ネットワーク等強じん化事業費補助金交付申請書
平成　　年度地域公共ネットワーク等強じん化事業費補助金の交付を受けたいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第５条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記
１　補助事業の目的
　　平成○年に、○○補助金により整備したHFCケーブルテレビ網の幹線上に、洪水氾濫危険区域に指定されている箇所等があり、一部無線による代替ルート等を整備する。
　　また、既存設備では幹線に障害が発生しても、障害箇所の特定ができないため、監視制御機能を有したノード等を設置することで監視制御機能を強化する。
２　交付を受けようとする補助金の額（注２）　　金　□□□，□□□千円
３　補助事業の概要
□　別紙１　第１（観光・防災情報Wi-Fiステーション整備事業）
□　別紙１　第２（地域公共ネットワーク整備事業）
□　別紙１　第３（放送ネットワーク整備支援事業（地上基幹放送ネットワーク整備事業））
　別紙１　第４（放送ネットワーク整備支援事業（地域ケーブルテレビネットワーク整備事業））
４　添付資料
(1)　別紙２　整備計画（観光・防災情報Wi-Fiステーション整備事業のみ）
(2)　補助事業に要する経費の見積書
(3)　別紙３　工事概要書（注３）
(4)　補助事業を連携主体が行うものについては、
ア　当該補助事業を行う連携主体を構成する全団体を列記したもの
イ　本様式に従って交付申請書を提出する市町村が、当該補助事業を行う連携主体の代表団体であることが確認できるもの（注４）
（注１）連携主体にあっては、
「連携主体（○○市、○○町・・・及び○○村）代表
　　　　　　　　　　　　　　市町村長　　印　　」
と記載すること。
（注２）消費税仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること｡
補助金所要額－消費税仕入控除税額＝補助金額
（注３）放送ネットワーク整備支援事業（地上基幹放送ネットワーク整備事業）については、工事を要しない場合は提出を要しない。
（注４）連携主体を構成するすべての市町村が、交付申請書提出団体を連携主体の代表団体として認めることを証する書面。
資料１





平成２６年度補正予算の場合：２６


平成２７年度当初予算の場合：２７
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